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たつの市長　山　本　　　実　　様　

たつの市監査委員　菅　本　吉　明　

たつの市監査委員  木　南　裕　樹　

　　　　令和７年度たつの市一般会計・特別会計決算及び基金運用状況の

　　　　審査意見書の提出について

りその意見を提出します。

た 監 第 ６ ２ 号

令和８年８月１９日

地方自治法第２３３条第２項及び同法第２４１条第５項の規定に基づき、審査に付さ

れた、令和７年度たつの市一般会計・特別会計（公営企業会計を除く。）歳入歳出

決算とその附属書類及び令和７年度基金運用状況について審査した結果、次のとお

写
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第１　審査の対象　

令和７年度 たつの市一般会計歳入歳出決算

令和７年度 たつの市土地取得造成事業特別会計歳入歳出決算

令和７年度 たつの市揖龍公平委員会事業特別会計歳入歳出決算

令和７年度 たつの市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算

令和７年度 たつの市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算

令和７年度 たつの市介護保険事業特別会計歳入歳出決算

令和７年度 たつの市病院事業債管理事業特別会計歳入歳出決算

令和７年度 財産に関する調書

令和７年度 基金の運用状況に関する調書

第２　審査の期間

令和８年６月１５日から令和８年７月３１日までの間

第３　審査の方法

令和７年度の一般会計及び各特別会計の決算審査に当たっては、市長から

送付を受けた各会計の歳入歳出決算及び同附属書類について、その計数が正確

であるか、予算の執行が適正に行われているか、財務に関する事務が法令に準

拠して執行されているか等の点を、関係職員から説明聴取等を行いながら審査

また、基金については、その設置目的に沿って適正に運用されているか、

計数は正確であるか 審査をした。

令和７年度たつの市一般会計・特別会計歳入歳出決算及び基金運用状況審査意見書

　　をした。
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第４　審査の結果

　　　審査に付された各会計の歳入歳出決算及び同附属書類を審査した結果、これら

　　は関係法令に準拠して作成され、その計数は正確であることを確認するとともに、

　　予算の執行、財務に関する事務処理が適正であると認めた。

　　　また、基金の運用状況は、その設置目的に沿って適正に運用され、その計数は

　　正確であると認めた。

第５　審査の概要

　　　各会計決算及び基金の運用状況の審査の概要は、別記のとおりである。

　注　　記　

①

の計等が一致しない場合や「0.0％」といった表示がある。

②

負数又は減数を表したものである。

③ ポイントとは、百分率（％）間の単純差引数値である。

文中及び各表中の金額等は、表示単位未満を四捨五入したものであって、合計額と内訳

各表中の「 」は、該当数値が無いもの又は増減率等の無意味なものであり、「△」は、
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１　　決　算　の　概　要 　　　

　(１)　決算規模

　　とおりである。

（単位：千円、％）

一般会計

特別会計

一般会計

特別会計

一般会計

特別会計

一般会計

特別会計

　当該年度一般会計と特別会計を合わせた決算額は、

歳　　入 千円

一般会計 千円

特別会計 千円

歳　　出 千円

一般会計 千円

特別会計 千円

歳　　入 千円

一般会計 千円

特別会計 千円

歳　　出 千円

一般会計 千円

特別会計 千円

　　となっている。

また、各会計相互間の繰入、繰出金 千円を控除した純計決算額は、

第１表　一般会計及び特別会計決算規模前年度対比表

令和７年度一般会計及び特別会計の決算規模を前年度と比較すると、第１表の

区　　　分
決 算 額 対前年度

比　　率令和７年度 令和６年度 比較増減

総

計

歳
　
入

歳
　
出

計

計

純

計

歳
　
入

歳
　
出

計

計

であり、前年度に比べ、歳入で 千円 ％ 、歳出で 千円

（ ％）、それぞれ増加している。
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　(２)　決算収支

（単位：千円）

き財源(D)

一般会計

特別会計

土地取得造成事業

揖龍公平委員会事業

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

介護保険事業

　　　　当年度の一般会計及び特別会計総決算額は、

歳　　入 千円

歳　　出 千円

差引残額 千円（形式収支）

　　　となっている。

　　　り、これを差し引いた実質収支は 1,863,670千円の黒字となっている。

　　　令和７年度一般会計及び特別会計決算収支状況は、第２表のとおりである。

第２表　一般会計及び特別会計決算収支状況表

会　　計　　別

歳　入 歳　出 形式収支 翌年度へ 実質収支

決算額 決算額 繰越すべ

病院事業債管理事業

合 計

この差引残額の中には、翌年度へ繰越すべき財源 千円が含まれてお
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　(３)　財政状況（資料別表第８表参照）

　　　(ア)　財政力指数

　　　　　裕があることを示すものであり、その算定方法は、

基準財政収入額 千円

基準財政需要額 千円

　　　　　３ヶ年平均値は 0.519である。

　　　(イ)　経常一般財源比率

　　　　　り、その算定方法は、

経常一般財源収入額 千円

標準財政規模 千円

　　　　　が用いられ、当年度は 102.5％である。

　　　　　（臨時財政対策債を経常一般財源収入額に含めた率である。ただし、令和７年度につ

　　　　　いて臨時財政対策債の発行額は 0である。）

　　　(ウ)　経常収支比率

経常経費充当一般財源額 千円

経常一般財源収入額 千円

　　　　　が用いられ、当年度は 88.9％である。

　　　　　（臨時財政対策債を経常一般財源収入額に含めた率である。ただし、令和７年度につ

　　　　　いて臨時財政対策債の発行額は 0である。）

指数が「１」に近いほど財政力が強いとされ、「１」を超えるほど財源に余

一般会計及び特別会計の決算の概要について、さらに普通会計（一般会計、土地

取得造成事業特別会計、揖龍公平委員会事業特別会計）の財政運営が適正かつ妥当

に行われているか、弾力性があるかどうか、またその健全性が保たれているかどう

　　かを検証してみると、次のとおりである。

財政構造における財政力の強弱を判断するために用いられるもので、この

で、当年度以前３ヶ年平均値が用いられる。

＝

当年度は で、令和６年度は 、令和５年度は であり、

収入の安定性と財政上の自主性を推測するために用いられるもので、この

数値が ％を超えるほど経常一般財源に余裕があることを示すものであ

（単年度）

×100 ＝ ％

財政構造の弾力性を判断するために用いられるもので、経常的経費に経常

一般財源がどの程度充当されているかを示すものであり、その算定方法は、

×100 ＝ ％
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　　　(エ)　実質収支比率

千円

千円

　　　　　が用いられ、当年度は 7.8％である。

　　　　　その算定方法は、

×100 ＝ ％

　　　　　で、当年度以前３ヶ年平均値が用いられる。

　　　　　り、３ヶ年平均値は 6.5％である。

財政運営の健全性を示す指標であり、実質収支の標準財政規模に対する比

率をみることによって、良好な財政運営を行っているかどうかを測定するも

　　　　　ので、その算定方法は、

実質収支（普通会計）
×100 ＝ ％

標準財政規模

　　　(オ)　実質公債費比率

地方債の元利償還金等のうち、一般会計等が負担した額の標準財政規模に

対する比率をみることによって、実質的な公債費が財政に及ぼす負担を表す

もので、比率が ％以上になると地方債の発行に際し許可が必要となり、

（ 千円 ＋

＋
基準財政

元利償還金 に準ずるもの 需要額算入額

地方債の
＋

元利償還金
－

＋

特定財源

千円 ）

千円 － 千円

千円 ） － （ 千円

標準財政規模 基準財政需要額算入額

当年度は ％で、令和６年度は ％、令和５年度は ％であ

（単年度）
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　(４)　収入未済額及び不納欠損額

（単位：千円、％）

一般会計

特別会計

土地取得造成事業

揖龍公平委員会事業

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

介護保険事業

病院事業債管理事業

一般会計及び特別会計の収入未済額及び不納欠損額は、第３表のとおりである。

第３表　一般会計及び特別会計の収入未済額及び不納欠損額

当年度の一般会計及び特別会計の収入未済額は、 千円で、調定額に対

する割合は ％となっている。

当年度収入未済額を前年度収入未済額 千円と比較すると 千円

減 少 し て い る 。

また、不納欠損額においては、当年度 千円で、前年度 千円と

比較すると 千円増加している。

　　　　　　 　区分

 会計別

令和７年度 令和６年度

調定額
収　入

比率 不　納
欠損額

調定額
収　入

比率 不　納
欠損額

未済額 未済額

合 計





一 般 会 計
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２　　一　般　会　計

　　当年度の一般会計決算額は、

歳　　入 千円

歳　　出 千円

差引残額 千円（形式収支）

　636,978千円を控除した額で 1,765,572千円の黒字となっている。

　（１）　歳　入

　　①　科目別構成

　　　千円、国庫支出金が 876,873千円増加している。

　　　　歳入決算額の科目別内訳は、第４表のとおりである。

（単位：千円、％）

市税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

地方特例交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

当年度の歳入決算額は、 千円で、予算額に対し ％の収入率と

なっている。前年度に比べ 千円増加しており、調定額に対する収入率

歳入決算額の構成比率をみると、市税が ％、地方交付税が ％、国庫支

令和６年度

比較増減
対前年
度比率

は ％で、前年度の ％に比べ ポイント増加している。

の黒字となっており、差引残額は翌年度へ繰り越されている。

ま た 、 実 質 収 支 は 、 形 式 収 支 千 円 か ら 翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

構成
比率

決算額
構成
比率

前年度に比べ、主に繰越金が 千円、諸収入が 千円、地方特例交

付金が 千円減少した一方で、市債が 千円、繰入金が

第４表　歳入決算額の科目別内訳表

　　　　　　　　　区分
　科目

令和７年度

決算額

　　　出金が 15.2％となっており、この科目で 65.5％を占めている。

△ 333,137

環境性能割交付金 △ 6,708

△ 316

△ 240
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分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

市債

　　ア　市税

　　　  市税の科目別収入状況は、第５表のとおりである。

（単位：千円、％）

市民税

固定資産税

軽自動車税

市たばこ税

都市計画税

入湯税

現年度分

滞納繰越分

　　　は、99.4％となっており、前年度と比べ 0.1ポイント減少している。

　　　433,856千円、固定資産税が 48,994千円の増加となっている。

△ 75,585

△ 491,633

△ 385,997

第５表　市税の科目別収入状況表

　　　　　区分

 科目

令和７年度 令和６年度

比較増減
対前年
度比率

徴収率

決算額

合　　　　計

構成
比率

決算額
構成
比率

△ 1,546

△ 10,274

合　　　計

また、滞納繰越分は、調定額 千円、収入済額 千円で、徴収

率は、 ％となっており、前年度と比べ ポイント増加している。

税目別に見ると、前年度に比べ、市たばこ税が 千円、軽自動車税が

千円減少しているが、他の市税は増加しており、主なものは、市民税が

当年度の市税は、調定額 千円、収入済額 千円で、徴収

率は、 ％となっている。

現年度分は、調定額 千円、収入済額 千円で、徴収率
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イ　地方特例交付金

　減少により、前年度に比べ 333,137千円（81.5％）減少している。

　補填特別交付金が 8,149千円となっている。

ウ　地方交付税

　増加している。

エ　国庫支出金

　増加している。

オ　県支出金

　している。

　円となっている。

カ　繰越金

　している。

キ　諸収入

　している。

　商品券収益金 125,586千円となっている。

ク　市債

　している。

　る。

　　当年度の市債の状況は、第６表のとおりである。

千円、脱炭素化整備事業債（脱炭素化推進事業債） 千円となってい

千円、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 千円となっている。

千円、後期高齢者医療保険基盤安定負担金 千円、児童手当負担金 千

主なものは、デジタル基盤改革支援補助金 千円、市民生活応援プレミアム

金 千円、障害者自立支援給付費等負担金 千円、生活保護費負担金

当年度の県支出金は、 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）増加

主なものは、障害者自立支援給付費等負担金 千円、子どものための教育・

主なものは、学校教育施設整備事業債（合併特例債） 千円、駅周辺整

当年度の繰越金は、 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）減少

当年度の諸収入は、 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）減少

当年度の市債は、 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）増加

保育給付費県費負担金 千円、国民健康保険保険基盤安定等負担金

備事業債（合併特例債） 千円、社会教育施設整備事業債（合併特例債）

減収補てん特例交付金が 千円、新型コロナウイルス感染症対策地方税減収

当年度の地方交付税は、 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）

当年度の国庫支出金は、 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）

主なものは、児童手当負担金 千円、子どものための教育・保育給付交付

当年度の地方特例交付金は、 千円で、主に定額減税減収補てん特例交付金の
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（単位：千円、％）

市債発行額

歳入決算額に占める割合

市債未償還額（年度末）

　　　8.7％となり、当年度末市債未償還額は、39,182,840千円となっている。

　②　財源別構成（※資料別表 第３表 一般会計財源別年度比較表参照）

　　算額に占める割合は、一般財源が 63.9％で、特定財源が 36.1％となっている。

　　財源は、27,363,586千円で、前年度に比べ 2,533,072千円増加している。

　　　歳入決算額に占める割合は、自主財源が 38.2％で、依存財源が 61.8％となっている。

　③　収入未済額及び不納欠損額

　　　当年度の収入未済額及び不納欠損額は、第７表のとおりである。

（単位：千円、％）

市税合計

市民税

固定資産税

軽自動車税

市たばこ税

都市計画税

入湯税

分担金及び負担金

使用料及び手数料

諸収入

は、 千円で、前年度に比べ 千円の増加となっている。歳入決

次に、自主財源は、 千円で、前年度に比べ 千円増加し、依存

当年度の財政運営における市債依存率（市債の歳入決算額に占める割合）は、

歳入決算額の歳入構造をみるため、その使途について制約のない一般財源と、そ

第６表　市債の状況表

区　　　　　分 令和７年度 令和６年度

の使途が定められている特定財源に分類するとともに、その収入額を自主的に調達

し得る自主財源と国県の意思決定に基づき収入される依存財源に分類してみると、

一般財源は、 千円で、前年度に比べ 千円減少し、特定財源

第７表　収入未済額及び不納欠損額表

　　　　　 区分

 科目

令和７年度 令和６年度
対前
年度
比率

収　入
未済額

調定額
に対す
る比率

不　納
欠損額

収　入
未済額

調定額
に対す
る比率

不　納
欠損額

合　　　　計
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　　料及び手数料が 4,606千円、諸収入が 326,411千円となっている。

　　935千円、諸収入が 8千円である。

（２）　歳　出

　　3,875,117千円で、事故繰越しは 71,953千円である。

　　　繰越明許費の内訳は、

　　　・市民生活応援プレミアム商品券発行事業 千円

　　　・市税電算システム等業務委託事業 千円

　　　・戸籍・住基一般事務経費 千円

　　　・物価高対応子育て応援手当支給事業 千円

　　　・公立こども園等施設修理事業 千円

　　　・公共施設等脱炭素化推進事業 千円

　　　・家庭用蓄電池導入支援臨時経済対策事業 千円

　　　・農業競争力強化農地整備事業 千円

　　　・農村地域防災減災事業 千円

　　　・水産業振興事業 千円

　　　・市民生活応援商品券発行事業 千円

　　　・市道修繕事業 千円

　　　・道路メンテナンス事業 千円

　　　・道路新設改良事業 千円

　　　・区画整理関連事業 千円

　　　・東用・今市排水施設管理事業 千円

　　　・駐車場管理事業 千円

　　　・駅施設管理事業 千円

　　　・竜野駅周辺整備事業 千円

　　　・市営住宅長寿命化整備事業 千円

　　　・西はりま消防組合事業 千円

　　　・消防車両整備事業 千円

　　　・小中一貫校整備事業 千円

　　　・中学校武道場整備事業 千円

　　　・体育施設整備事業 千円

　　　・人工芝多目的グラウンド整備事業 千円

当年度の歳出決算額は、 千円で、予算額に対する執行率は ％と

農林水産業費

収入未済額は、 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）増加してい

る。その内訳は、市税合計額が 千円、分担金及び負担金が 千円、使用

不納欠損額は、 千円であり、市税と諸収入である。さらに内訳は、市民税

が 千円、固定資産税が 千円、軽自動車税が 千円、都市計画税が

総務費

総務費

総務費

民生費

民生費

土木費

土木費

土木費

土木費

土木費

衛生費

農林水産業費

消防費

商工費

土木費

土木費

土木費

土木費

なっている。翌年度繰越額は 千円であり、そのうち繰越明許費は

農林水産業費

消防費

教育費

教育費

教育費

教育費

衛生費
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　県支出金、地方債、その他） 3,246,992千円である。

　　　次に、事故繰越しの内訳は、

　　　・水産物供給基盤機能保全事業 千円

　県支出金、地方債） 63,100千円である。

　たためである。

　　①　目的別構成

　　　　歳出決算額の目的別内訳状況は、第８表のとおりである。

（単位：千円、％）

であり、これらの財源は、繰越金（一般財源） 千円、未収入特定財源（国

農林水産業費

これは、令和７年 月以降に発生した養殖かきのへい死被害により、影響を最小限

に留めるため、工事の延期を行う必要があったことから、年度内の完了が困難となっ

議 会 費 △ 3,716

第８表　一般会計目的別内訳表

　　　　　区分

 科目

令和７年度 令和６年度
比　　較
増　　減

対前年
度比率決　算　額

構成
比率

であり、これらの財源は、繰越金（一般財源） 千円、未収入特定財源（国

決　算　額
構成
比率

総 務 費

衛 生 費

民 生 費

農林水産業費

労 働 費 △ 3,094

土 木 費

商 工 費

教 育 費

消 防 費 △ 106,179

災 害 復 旧 費 △ 8,256

合 計

諸 支 出 金 △ 1,661,704

公 債 費 △ 24,042
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　　　　（1.5％）減少している。

　　　　　主なものは、人件費（議会費） 223,972千円である。

　　　　（12.2％）増加している。

    　　201,102千円である。

　　　　（7.7％）増加している。

    　　特別会計繰出金 665,692千円、障害児通所支援給付費 515,606千円である。

　　　　（7.9％）増加している。

　　　　務組合負担金 178,677千円、予防接種委託 (予防接種事業) 115,829千円である。

　

　　　　減少している。

　　　　　主なものは、勤労者住宅資金融資預託金 6,000千円である。

　　　　（26.2％）増加している。

　　　　　主なものは、多面的機能支払交付金事業交付金 119,352千円である。

　　　　

　　　キ　商工費

　　　　増加している。

　　　　　主なものは、国民宿舎事業会計補助金 132,642千円である。

照明設備ＬＥＤ化業務委託（公共施設等脱炭素化推進事業） 千円、

主なものは、職員退職手当組合負担金 千円、市民生活応援プレミ

　　　ア　議会費

当 年 度 の 歳 出 決 算 額 は 、 千 円 で 、 前 年 度 に 比 べ 千 円

　　　イ　総務費

当 年 度 の 歳 出 決 算 額 は 、 千 円 で 、 前 年 度 に 比 べ 千円

当年度の歳出決算額は、 千円で、前年度に比べ 千円

　　　ウ　民生費

アム商品券発行 事業交付金 千円、播磨高原広域事務組合負担金

介 護 給 付 費 ・ 訓 練 等 給 付 費 千 円 、 児 童 手 当 千 円 、

介護保険事業特別会計繰出金 千円 、後 期高 齢者 医療 費負 担金

千円、生活扶助等（生活保護事業） 千円、国民健康保険事業

主 な も の は 、 施 設 型 給 付 費 （ 私 立 保 育 所 等 運 営 費 千 円 、

当 年 度 の 歳 出 決 算 額 は 、 千 円 で 、 前 年 度 に 比 べ 千円

主なものは、揖龍保健衛生施設事務組合負担金 千円、公共施設等

　　　エ　衛生費

　　　カ　農林水産業費

当 年 度 の 歳 出 決 算 額 は 、 千 円 で 、 前 年 度 に 比 べ 千 円

当年度の歳出決算額は、 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）

地方独立行政法人運営費負担金（病院事業） 千円、にしはりま環境事

　　　オ　労働費

当年度の歳出決算額は、 千円で、前年度に比べ 千円 ％
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　　　ク　土木費

　　　　（3.4％）増加している。

　　　　105,490千円である。

　　　ケ　消防費

　　　　（7.4％）減少している。

　　　　258,368千円である。

　　　コ　教育費

　　　　である。

　　　サ　災害復旧費

　　　 　27.5％）減少している。

　　　シ　公債費

　　　　（0.7％）減少している。

　　　　ある。

　　　ス　諸支出金

　　　　362,312千円である。

主なものは、財政調整基金積立金 千円、ふるさと応援基金積立金

（ ％ ） 減 少 し て い る 。

千円、工事負担金（竜野駅周辺整備事業） 千円、工事委託（竜野駅周

当 年 度 の 歳 出 決 算 額 は 、 千 円 で 、 前 年 度 に 比 べ 千 円 （

当 年 度 の 歳 出 決 算 額 は 、 千 円 で 、 前 年 度 に 比 べ 千 円

主なものは、長期債元金償還金 千円、長期債利子 千円で

主なものは、下水道事業（下水道事業、前処理場事業）繰出金

当 年 度 の 歳 出 決 算 額 は 、 千 円 で 、 前 年 度 に 比 べ 千 円

主なものは、西はりま消防組合負担金 千円、防災行政無線整備工事

校施設整備工事（小学校屋内運動場整備事業） 千円、電算用備品

主なものは、機械器具（赤とんぼ文化ホール整備事業） 千円、小学

当年度の歳出決算額は、 千円で、前年度に比べ 千円

辺整備事業） 千円、インターチェンジ周辺活性化事業補助金（龍野Ｉ

Ｃ周辺まちづくり区画整理事業 千円、市営住宅整備工事 市営住宅

当 年 度 の 歳 出 決 算 額 は 、 千 円 で 、 前 年 度 に 比 べ 千 円

長寿命化整備事業） 千円、道路舗装工事（道路メンテナンス事業）

当年度の歳出決算額は、 千円で、前年度に比べ 千円

（ＩＣＴ教育環境整備事業） 千円、小学校施設整備工事（小学校屋

整備事業） 千円、中学校施設整備工事（中学校武道場整備事業）

千円、小学校施設整備工事（小学校トイレ整備事業） 千円

（ ％）増加している。

外プール整備事業） 千円、中学校施設整備工事（中学校空調設備
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　　②　性質別構成

　　　　性質別歳出内訳は、第９表のとおりである。

（単位：千円、％）

義務的経費

人件費

扶助費

公債費

投資的経費

その他経費

　　　　当年度の義務的経費は、前年度に比べ 696,080千円（4.0％）増加している。

　　　増加したためである。

　　　　また、投資的経費は、前年度に比べ 2,256,897千円（59.3％）増加している。　　

　　③　他会計への繰出金等

　　　　他会計に対する繰出金等の状況は、第10表のとおりである。

（単位：千円、％）

揖龍公平委員会事業 運営費等

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

介護保険事業 介護給付費等

下水道事業 公債費等

国民宿舎事業 運営費等

　　　（6.0％）減少している。

　　　事業が 12.9％で、全体の 91.4％を占めている。

第９表　一般会計性質別内訳表

　　　年度

 項目

令和７年度 令和６年度
比　較
増　減

対前年
度比率決算額

構成
比率

決算額
構成
比率

△ 24,042

△ 1,008,759

　　　　その他経費の主な内容は、補助費等、物件費、繰出金である。　　

第10表　繰出金等目的別状況表

　　　　　　　　区分

 会計

令和７年度繰出金等
令和６年度
繰出金等

比　較
増　減決算額

構成
比率

主目的

合　　計

特
別
会
計

これは、主に人件費が 千円（ ％）、扶助費が 千円（ ％）

この繰出金等は、下水道事業が ％、介護保険事業が ％、国民健康保険

保険基盤安定費等

保険基盤安定費等

合　　　　計 △ 327,054

当年度の他会計への繰出金等は、 千円で、前年度に比べ 千円

企
業
会
計

△ 371,427





介 護 保 険 事 業 特 別 会 計

病 院 事 業 債 管 理 事 業 特 別 会 計

特 別 会 計

土 地 取 得 造 成 事 業 特 別 会 計

揖 龍 公 平 委 員 会 事 業 特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特 別 会 計
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３　　特　別　会　計

　(１)　土地取得造成事業特別会計

　　　　当年度の決算額は、

歳　　入 千円

歳　　出 千円

差引残額 千円

　　　となっている。

　　　もに 99.9％となっている。

　　　（※資料別表 第４表 各会計款別歳入一覧表(2)、資料別表 第６表 各会計款別歳出一覧表(2)参照）

　　　　次に、当年度の決算額を前年度と比較すると、以下のとおりである。

（単位：千円、％）

財産収入

繰入金

総務費

土地取得造成事業収支状況表

当年度決算額の歳入歳出予算現額 千円に対する執行率は、歳入歳出と

対前年
度比率決 算 額

皆増

計

　　　　　　　　　 年度
 区分

令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度
比較増減

決 算 額

歳
入

歳
出 計

形式収支　(A)-(B)　　 － －

前年度と比較すると、歳入歳出ともに 千円（ ％）増加している。

翌年度へ繰越すべき財源　 － －

実質収支　(C)-(D) － －
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　(２)　揖龍公平委員会事業特別会計

　　　　当年度の決算額は、

歳　　入

歳　　出

差引残額

　　　（※資料別表 第４表 各会計款別歳入一覧表(2)、資料別表 第６表 各会計款別歳出一覧表(2)参照）

（単位：千円、％）

分担金及び負担金

繰入金

繰越金

総務費

　　　　次に、当年度の決算額を前年度と比較すると、以下のとおりである。

千円

千円

千円

となっており、差引残額は、翌年度へ繰り越されている。

当 年 度 決 算 額 の 歳 入 歳 出 予 算現 額 千円 に対 する 執行 率は 、歳 入が

％、歳出が ％となっている。

予算現額に対して、歳入においては、繰越金が 千円増加している。

ま た 、 歳 出 に お い て は 、 総 務 費 で 千 円 の 不 用 額 が 生 じ て い る 。

揖龍公平委員会事業収支状況表

　　　　　　　　　 年度
 区分

令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度
比較増減

対前年
度比率決 算 額 決 算 額

△ 69

計

計

－

歳
出

実質収支　(C)-(D) －

前年度と比較すると、歳入においては、 千円（ ％）増加し、歳出におい

ては、 千円（ ％）増加している。

－

－

形式収支　(A)-(B) － －

歳
　
入

翌年度へ繰越すべき財源
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　(３)　国民健康保険事業特別会計

　　　　当年度の決算額は、

歳　　入 千円

歳　　出 千円

差引残額 千円

　　　（※資料別表 第４表 各会計款別歳入一覧表(2)、資料別表 第６表 各会計款別歳出一覧表(2)参照）

（単位：千円、％）

国民健康保険税

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

繰入金

繰越金

諸収入

総務費

保険給付費

保健事業費

基金積立金

諸支出金

形式収支　(A)-(B)

実質収支　(C)-(D)

千円の不用額が生じている。

となっており、差引残額は、翌年度へ繰り越されている。

当年度決算額の歳入歳出予算現額 千円に対する執行率は、歳入が

％、歳出が ％となっている。

国民健康保険事業収支状況表

　　　　　　　　　 年度
 区分

令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度
比較増減

対前年
度比率決 算 額 決 算 額

予算現額に対して、歳入においては、主に県支出金が 千円、繰入金が

千円減少した一方で、国民健康保険税が 千円増加している。

次に、当年度の決算額を前年度と比較すると、以下のとおりである。

また、歳出においては、主に保険給付費で 千円、保健事業費で

△ 14,986
歳
　
　
　
入

△ 4,791

△ 38,913

△ 6,577

計

国民健康保険事業費納付金 △ 23,235

翌年度へ繰越すべき財源 －

△ 1,613

計

歳
　
　
　
出

－

－ －

－ －
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　　　4,496千円（121.8％）増加したためである。

　　　ある。

（単位：千円、％）

加入世帯数

被保険者数

保険税調定額（現年度分）

受診件数

１世帯当たりの保険税額

１人当たりの保険税額

前年度と比較すると、歳入は 千円（ ％）増加し、歳出において

これは、歳入において、主に繰入金が 千円（ ）、国庫支出金が

歳出においては、主に保険給付費が 千円（ ％）、総務費が

　　　も 40,935千円（0.5％）増加している。

　　　千円（13.0％）増加したためである。

次に、当会計の主要財源である国民健康保険税の収納状況は、以下のとおりで

国民健康保険税収納状況表

　　　　　 区分
 年度

調定額 収入済額 不納欠損額 未収入額 収納率

現年度分

滞納繰越分

現年度分

滞納繰越分

計

不 納 欠 損 額 は 千 円 と な っ て い る 。

計

現年度分の調定額は 千円、収入済額は 千円で ％

の 収 納 率 と な っ て い る 。

滞 納 繰 越 分 の 調 定 額 は 千 円 、 収 入 済 額 は 千 円 で ％

の 収 納 率 と な っ て い る 。

国民健康保険事業の状況については、以下のとおりである。

国民健康保険事業状況表

区　　　　　分 単位 令和７年度 令和６年度
比較
増減

対前年
度比率
（％）

人 △ 667

世帯 △ 274

件 △ 14,224

千円 △ 3,451

（加入世帯数・被保険者数は、年間平均）

円

円
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　(４)　後期高齢者医療事業特別会計

　　　　当年度の決算額は、

歳　　入 千円

歳　　出 千円

差引残額 千円

　　（※資料別表 第４表 各会計款別歳入一覧表(2)、資料別表 第６表 各会計款別歳出一覧表(2)参照）

（単位：千円、％）

保険料

使用料及び手数料

国庫支出金

繰入金

繰越金

諸収入

総務費

諸支出金

形式収支　(A)-(B)

実質収支　(C)-(D)

　　　67,209千円（4.6％）増加している。

　　　保険料が 88,208千円（7.9％）、国庫支出金が 4,125千円皆増したためである。

　　 （4.6％）増加したためである。

前年度と比較すると、歳入は 千円（ ％）増加し、歳出においても

－ －

後期高齢者医療広域連合納付金

これは、歳入において、主に繰越金が 千円（ ％）減少した一方で、

また、歳出においては、主に後期高齢者医療広域連合納付金が 千円

翌年度へ繰越すべき財源 － －

－ －

計

歳
　
　
出

計

△ 1,927

皆増
歳
　
　
　
入

△ 1

△ 25,597

で 千円、諸支出金で 千円の不用額が生じている。

次に、当年度の決算額を前年度と比較すると、以下のとおりである。

後期高齢者医療事業収支状況表

　　　　　　　　　 年度
 区分

令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度
比較増減

対前年
度比率決 算 額 決 算 額

また、歳出においては、後期高齢者医療広域連合納付金で 千円、総務費

となっており、差引残額は、翌年度へ繰り越されている。

当年度決算額の歳入歳出予算現額 千円に対する執行率は、歳入が

％、歳出が ％となっている。

予算現額に対して、歳入においては、主に繰入金が 千円、保険料が

千 円 減 少 し て い る 。
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　　　　被保険者数の状況については、次のとおりである。

（各年度３月末現在）

被保険者数

65歳以上75歳未満

75歳以上

　　　保険料の収納状況については、次のとおりである。

（単位：千円、％）

特別徴収

普通徴収

現年度分

滞納繰越分

特別徴収

普通徴収

現年度分

滞納繰越分

被保険者数状況表

区　　　　　分 単位 令和７年度 令和６年度
比較
増減

対前年
度比率
（％）

保険料収納状況表

人

人 △ 14

人

収納率
　　　　 区分
 年度

調定額 収入済額 還付未済額 不納欠損額 未収入額

計

また、滞納繰越分については、調定額が 千円で、収入済額が 千

円となり、 ％の収納率となっている。

計

収納率は、特別徴収が ％、普通徴収が ％となっている。

普通徴収の内訳は、現年度分については、調定額が 千円で、収入済

額が 千円となり、 ％の収納率となっている。
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　(５)　介護保険事業特別会計

　　　　当年度の決算額は、

歳　　入 千円

歳　　出 千円

差引残額 千円

　　　16,176千円、総務費で 10,412千円の不用額が生じている。

　　　（※資料別表 第４表 各会計款別歳入一覧表(2)、資料別表 第６表 各会計款別歳出一覧表(2)参照）

　　　　次に、当年度の決算額を前年度と比較すると、以下のとおりである。

（単位：千円、％）

保険料

使用料及び手数料

国庫支出金

支払基金交付金

県支出金

介護サービス事業収入

財産収入

繰入金

繰越金

諸収入

総務費

保険給付費

地域支援事業費

介護サービス事業費

基金積立金

諸支出金

形式収支　(A)-(B)

実質収支　(C)-(D)

となっており、差引残額は、翌年度へ繰り越されている。

当年度決算額の歳入歳出予算現額 千円に対する執行率は、歳入が

％、歳出が ％となっている。

　　　　　　　　　 年度
 区分

令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度
比較増減

対前年
度比率決 算 額 決 算 額

予算現額に対して、歳入においては、主に国庫支出金が 千円増加した

一方で、主に繰入金が 千円、支払基金交付金が 千円、県支出金が

また、歳出においては、主に保険給付費で 千円、地域支援事業費で

介護保険事業収支状況表

　　　15,027千円減少している。

△ 350

△ 181,133

計

歳
　
　
　
出

歳
　
　
　
入

△ 37

△ 47,277

△ 80,178

△ 107,180

計 △ 8,717

－ －

－ －

翌年度へ繰越すべき財源 － －
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　　　ある。

　　　基金積立金が 47,277千円（91.3％）減少したためである。

　　　おりである。

介護保険被保険者数 （各年度３月末現在）

被保険者数

第１号

第２号

要介護（要支援）認定者数 （単位：人）

　　　　保険料の収納状況については、次のとおりである。

（単位：千円、％）

特別徴収

普通徴収

現年度分

滞納繰越分

特別徴収

普通徴収

現年度分

滞納繰越分

人 △ 112

対前年
度比率
（％）

人 △ 156

人 △ 44

収納率は、特別徴収が ％、普通徴収が ％となっている。

普通徴収の内訳は、現年度分については、調定額が 千円で、収入済額

が 千円となり、 ％の収納率となっている。

また、滞納繰越分については、調定額が 千円で、収入済額が

千円となり、 ％の収納率となっている。

計

計

保険料収納状況表

　　　　 区分
 年度

調定額 収入済額 還付未済額 不納欠損額 未収入額 収納率

令和６年度

令和７年度

諸支出金が 千円 ％ 、地域支援事業費が 千円（ ％）、

介護保険被保険者数及び要介護（要支援）認定者数の状況については、次のと

前年度と比較すると、歳入は 千円（ ％）増加し、歳出においては

千 円 （ ％ ） 減 少 し て い る 。

これは、歳入において、主に繰越金が 千円（ ％ 減少した一方で、

繰入金が 千円（ ％ 、支払基金交付金が 千円（ ％）、国庫

支出金が 千円（ ％）、保険料が 千円（ ％）増加したためで

歳出においては、主に保険給付費が 千円（ ％）増加した一方で、

年 度 総数
認 定 区 分 別

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

区　　　　　分 単位 令和７年度 令和６年度
比較
増減
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　(６)　病院事業債管理事業特別会計

　　　　当年度の決算額は、

歳　　入

歳　　出

差引残額

　　　となっている。

　　　ともに 97.1％となっている。

　　　（※資料別表 第４表 各会計款別歳入一覧表(2)、資料別表 第６表 各会計款別歳出一覧表(2)参照）

　　　の元利償還金を当会計が受け入れ、これを財源として償還する仕組みになっている。

（単位：千円、％）

諸収入

市債

貸付金

公債費

　　　　病院事業債管理事業における市債の状況については、次のとおりである。

（単位：千円）

市債発行額

市債未償還額（年度末）

千円

千円

千円

病院事業債管理事業収支状況表

当年度決算額の歳入歳出予算現額 千円に対する執行率は、歳入歳出

予算現額に対して、歳入においては、諸収入が 千円、市債が 千

円減少している。また歳出においては、貸付金で 千円、公債費で

　　　千円の不用額が生じている。

当会計は、令和２年４月１日に地方公営企業から地方独立行政法人へ移行し

た、たつの市民病院に係る病院事業債（移行前の病院事業債含む。）に関する

収入及び支出を管理することを目的として令和２年度から設置している。移行

後の病院の医療機器購入及び病院建設等に要する資金を当会計が借り入れ、病

院へ長期貸付けを行い、また、病院事業債を償還する場合は、病院から貸付金

　　　　次に、当年度の決算額を前年度と比較すると、以下のとおりである。

△ 36,827計

　　　　　　　　　 年度
 区分

令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度
比較増減

歳
入

△ 4,427

△ 32,400

対前年
度比率決 算 額 決 算 額

△ 4,427
歳
出

△ 32,400

計 △ 36,827

　　　　前年度と比較すると、歳入歳出ともに、36,827千円（20.1％）減少している。

－

形式収支　(A)-(B) － －

翌年度へ繰越すべき財源 － －

実質収支　(C)-(D) －

　市債の状況表

区　　　　　分 令和７年度 令和６年度





財 産 の 状 況
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４　財産の状況

　　　財産の状況は、次のとおりである。

　(１)　公　有　財　産

　　　ア　土地及び建物

（単位：㎡）

　　　イ　有価証券

（単位：千円）

　　　ウ　出資による権利

（単位：千円）

兵庫県農業信用基金協会出資金

全国漁業信用基金協会出資金

兵庫県信用保証協会出捐金

(公社)姫路観光コンベンションビューロー出資金

(公財)ひょうご豊かな海づくり協会出捐金

(公社)兵庫県私学振興協会出資金

(公財)兵庫県芸術文化協会出資金

大阪湾広域臨海環境整備センター出資金

(一財)兵庫県雇用開発協会出捐金

(公財)ひょうご環境創造協会出捐金

(公財)兵庫県営林緑化労働基金出捐金

(公財)ひょうご科学技術協会出捐金

(公社)ひょうご農林機構出資金

区　分

土 地 建 物

前 年 度 末 決算年度中 決算年度末 前 年 度 末 決算年度中 決算年度末

現 在 高 増 減 高 現 在 高 現 在 高 増 減 高 現 在 高

△ 1,611.83

普通財産 △ 1,887.35

行政財産

区　　　　　分
前 年 度 末 決算年度中 決算年度末
現 在 高 増　減　額 現　在　高

計 △ 1,611.83

区　　　　　分
前 年 度 末 決算年度中 決算年度末
現 在 高 増　減　額 現　在　高

株　　　　　券

△ 1,300
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（単位：千円）

(公財)童謡の里龍野文化振興財団出資金

(一財)砂防フロンティア整備推進機構出捐金

(公財)兵庫県人権啓発協会出捐金

(公財)暴力団追放兵庫県民センター出捐金

(公財)兵庫県まちづくり技術センター出捐金

たつの森林組合出資金

地方公共団体金融機構出資金

　(２)　物　　　品

（単位：台）

※（　）はリース車両台数

　(３)　債　　　権

（単位：千円）

合　　　　　計 △ 44,164

世 帯 更 生 資 金 貸 付 金
地 方 独 立 行 政 法 人 移 行 前
地 方 債 償 還 債 務 負 担 金 △ 17,352
地 方 独 立 行 政 法 人
病 院 事 業 債 貸 付 金 △ 25,149

住 宅 改 修 資 金 貸 付 金 △ 213

宅 地 取 得 資 金 貸 付 金

同 和 生 業 資 金 貸 付 金

前年度末現在高 決算年度中増減額 決算年度末現在高

住 宅 建 設 資 金 貸 付 金 △ 1,415

奨 学 資 金 貸 付 金 △ 35

区　　　　　分

区 分 前年度末現在高 決算年度中増減 決算年度末現在高

公 用 車 △ 8 (△7)

合　　　　　計 △ 23,300

△ 22,000

区　　　　　分
前 年 度 末 決算年度中 決算年度末
現 在 高 増　減　額 現　在　高



基 金 の 運 用 状 況
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５　基金の運用状況

　　　基金の現在高の状況は、次のとおりである。

（単位：千円）

財政調整基金

減債基金

奨学基金

公共施設整備基金

地域福祉基金

地域振興基金

ふるさと応援基金

たつの未来基金

介護給付費準備基金

土地開発基金

現金

土地

　(１)　財政調整基金

　　　である。

　(２)　減債基金

      の健全な運営に充てるために設置された基金である。

　(３)　奨学基金

      小学校の卒業生への奨学の一助とするために設置された基金である。

対前年増減現　在　高 積　立　額 取　崩　額 現　在　高
　　　　　　　　　区分
　
　基金名

令和7年5月31日 令和7年度 令和7年度 令和8年5月31日

△ 55,267

△ 783,969

△ 233

国民健康保険財政調整基金

△ 80,557

△ 102,953

△ 46,478

△ 52,541

△ 809,357

　　　基金は、令和7年5月31日現在に比べ、809,357千円（2.9％）減少している。

この基金は、将来にわたる財政の健全な運営に寄与するため、設置された基金

この基金は、市債の償還財源の確保及び適正な管理により、将来にわたる財政

この基金は、市民の子弟であり、たつの市立揖保川中学校及びたつの市立半田

計

△ 42,357
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　(４)　公共施設整備基金

　(５)　地域福祉基金

　　　基金である。

　(６)　地域振興基金

　(７)　ふるさと応援基金

　(８)　たつの未来基金

　(９)　国民健康保険財政調整基金

　(10)　介護給付費準備基金

  (11)　土地開発基金

　　  に設置された基金である。

この基金は、本市の公共施設の整備並びに公共事業の円滑かつ効率的な執行を

    　図るために設置された基金である。

この基金は、本市の高齢者保健福祉の増進を図り、在宅福祉の向上、健康づく

り及びボランティア活動の活発化を目的とする事業を推進するために設置された

この基金は、本市における市民の連帯の強化及び均衡ある地域振興を図るため

この基金は、公用若しくは公共用に供する土地又は公共の利益のために取得す

る必要がある土地をあらかじめ取得することにより、事業の円滑な執行を図るた

      めに設置された基金である。

この基金は、本市のまちづくりに対する寄附金を広く募り、その寄附金を財源

　　　として、活力と魅力あるふるさとづくりを推進するために設置された基金である。 

この基金は、国民健康保険事業の財源調整を図り、事業の健全な運営に資する

    　ために設置された基金である。

この基金は、介護保険事業の財政調整を図り、事業の健全な運営を図るために

      設置された基金である。

この基金は、未来のまちづくりに資する事業を展開し、持続可能な地域社会の

　　　実現を図るために設置された基金である。 
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む　す　び

　211百万円（1.3％）の増加となった。

する最大の課題である人口減少への対応に努め、「未来応援 住みたいまち たつ

しかしながら、市税収入等自主財源について大幅な伸びが見込めない一方で、物価

高騰の影響の長期化に伴う労務単価や維持管理費、高齢化の進展や子育て支援策の充

実を中心とする社会保障関係費の増加が懸念され、本市を取り巻く財政状況は一層厳

実質公債費比率等の財政指標は、健全財政を維持している。

令和７年は、本市にとって市制施行 年という大きな節目の年となった。頻発化・

持って、優先順位等を見極めながら各種事業の見直しや財源確保を図り、本市が直面

の」の実現に向けた行財政運営に取り組まれたい。

基金の残高については、令和８年５月 日現在 百万円であり、前年同日

また、行政改革推進実施計画に基づき、徹底した行政改革に取り組んだ結果、

に比べ 百万円減少している。

　年度に比べ 446百万円増加している。

激甚化する自然災害から市民の暮らしを守るとともに、今後とも強いコスト意識を

しさを増していくことが想定される。

特別会計決算については、前年度に比べ、歳入で 百万円（ ％）、歳出で

当年度末の市債残高は、一般会計・特別会計を合わせて 百万円であり、前

百万円となり、前年度に比べ 百万円（ ％）の増加となった。

令和７年度一般会計・特別会計決算及び基金運用状況審査の内容は、以上のとお

りである。

一般会計・特別会計を合わせた決算額は、歳入決算額が 百万円、歳出決算

額が 百万円で、前年度と比べ、歳入で 百万円（ ％）、歳出で

百万円（ ％）、それぞれ増加している。また、翌年度に繰越すべき財源

百万円を控除した実質収支額は、 百万円の黒字となっている。

一般会計歳入決算については、決算額は 百万円となり、前年度に比べ

百万円（ ％）の増加となった。また、歳出決算についても、決算額は





決 算 審 査 資 料
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資料別表　第１表

歳入歳出総括表

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

合           計

病 院 事 業 債 管 理 事 業

歳　　　　入　　　　　　　　　区　　分

 会　計　別 差引純歳入額

特    別    会    計

重複計算控除額総　　　　額

土 地 取 得 造 成 事 業

揖 龍 公 平 委 員 会 事 業

一    般    会    計
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（単位：円）

総　　　額

歳　　　　出

純　計　額総　計　額

差引過不足額

差引純歳出額重複計算控除額

△ 1,894,038,789

△ 585,887,943

△ 1,024,880,617

△ 283,036,154

△ 234,075



－ 54 －

資料別表　第２表

各会計款別歳入年度比較表(1)

(単位: 円、％)

収　入　済　額

令和７年度

対前年
度比率

構成比率

令和６年度

　　　　　　　　　区　　分
 会計款別

一

般

会

計

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

市 債

環 境 性 能 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

合 計

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

交通安全対策特別交付金

国 庫 支 出 金

繰 越 金

諸 収 入
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各会計款別歳入年度比較表(2)

（単位：円、％）

財産収入

繰入金

分担金及び負担金

繰入金

繰越金

国民健康保険事業

国民健康保険税

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

繰入金

繰越金

諸収入

後期高齢者医療事業

保険料

使用料及び手数料

国庫支出金

繰入金

繰越金

諸収入

介護保険事業

保険料

使用料及び手数料

国庫支出金

支払基金交付金

県支出金

介護サービス事業収入

財産収入

繰入金

繰越金

諸収入

病院事業債管理事業

諸収入

市債

収　入　済　額　　　　　　　　　 区　分
 会計款別

対前年
度比率

構成比率

令和７年度 令和６年度

皆増

土地取得造成事業

揖龍公平委員会事業

皆増

総 合 計

特 別 会 計 合 計
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資料別表　第３表

一般会計　財源別年度比較表-1

（単位：千円、％）

諸 収 入

市 債

合 計

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

環 境 性 能 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

一般財源等決算額

令和７年度　　　　　　　区　分

 科目別

市 税

地 方 譲 与 税

特定財源

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

一般財源等決算額

令和６年度

特定財源

対前年
度比率

構成比率
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(単位：円、％)

一般会計　財源別年度比較表-2

　　　　　　　　　　区　分

 財　源　別

決　　　　算 　　　 額 構成比率 対前年
度比率令和７年度 令和６年度

分 担 金 及 び 負 担 金

市 税

財 産 収 入

使 用 料 及 び 手 数 料

繰 入 金

寄 附 金

諸 収 入

繰 越 金

依

存

財

源

地 方 譲 与 税

計

自

主

財

源

利 子 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

配 当 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

地 方 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金

国 庫 支 出 金

交通安全対策特別交付金

市 債

県 支 出 金

合　      　　　　計

計
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資料別表　第４表

各会計款別歳入一覧表(1)

財 産 収 入

環 境 性 能 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

合　　　　　計

分 担 金 及 び 負 担 金

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

県 支 出 金

予算現
額対比

構成比金　　額

調　　定　　額

構成比金　　額

予　算　現　額 　　　　　　　　　　区　分

 会計款別

一

般

会

計

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

諸 収 入

市 債

交通安全対策特別交付金
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(単位：円、％)

収　　入　　済　　額

調定額
対　比

予算現
額対比

構成比
調定額
対　比

構成比金　　額
調定額
対　比

構成比金　　額金　　額

不　納　欠　損　額 収　入　未　済　額
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各会計款別歳入一覧表(2)

土地取得造成事業

財産収入

繰入金

揖龍公平委員会事業

分担金及び負担金

繰入金

繰越金

国民健康保険事業

国民健康保険税

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

繰入金

繰越金

諸収入

後期高齢者医療事業

保険料

使用料及び手数料

国庫支出金

繰入金

繰越金

諸収入

介護保険事業

保険料

使用料及び手数料

国庫支出金

支払基金交付金

県支出金

介護サービス事業収入

財産収入

繰入金

繰越金

諸収入

病院事業債管理事業

諸収入

市債

　　　　　　　　　　区　分

 会計款別

予 算 現 額 調  定  額

金　　額 構成比 金　　額 構成比
予算現
額対比

総 合 計

特 別 会 計 合 計
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（単位：円、％）

収　　入　　済　　額 不　納　欠　損　額 収　入　未　済　額

金　　額 構成比
予算現
額対比

調定額
対　比

金　額 構成比
調定額
対　比

金　額 構成比
調定額
対　比
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資料別表　第５表

各会計款別歳出年度比較表(1)

（単位：円、％）

災 害 復 旧 費

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

合　　　　計

公 債 費

諸 支 出 金

教 育 費

令和６年度令和７年度

支　　出　　済　　額　　　　　　　　　 区　分

 会計款別

対前年
度比率

構成比率

一

般

会

計
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各会計款別歳出年度比較表(2)

（単位：円、％）

土地取得造成事業

揖龍公平委員会事業

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

介護保険事業

病院事業債管理事業

　　　　　　　　　　区分
 会計款別

支　　出　　済　　額 構成比率 対前年
度比率令和７年度 令和６年度

総務費

総務費

保険給付費

総務費

保健事業費

国民健康保険事業費納付金

諸支出金

基金積立金

総務費

諸支出金

後期高齢者医療広域連合納付金

保険給付費

総務費

介護サービス事業費

地域支援事業費

諸支出金

基金積立金

公債費

貸付金

総 合 計

特 別 会 計 合 計
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資料別表　第６表

各会計款別歳出一覧表(1)

（単位：円、％）

合　　　　計

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

金   額 構成比 金   額 構成比
予算現
額対比 金　額 金　額 構成比

予算現
額対比

予　算　現　額 支　出　済　額 翌年度繰越額
(　)は事故繰越し

不　　用　　額

一

般

会

計

議 会 費

　　　　　 区　分

 会計款別

民 生 費

総 務 費

衛 生 費

労 働 費

商 工 費

農林水産業費

消 防 費

土 木 費

教 育 費
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各会計款別歳出一覧表(2)

（単位：円、％）

土地取得造成事業

揖龍公平委員会事業

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

介護保険事業

病院事業債管理事業

　　　　　　　区　分
 会計款別

予　算　現　額 支　出　済　額 翌年度繰越額
(　)は事故繰越し

不　　用　　額

金　   額 構成比 金　   額 構成比
予算現
額対比 金　額 金　　額 構成比

予算現
額対比

総務費

総務費

保険給付費

総務費

保健事業費

国民健康保険事業費納付金

諸支出金

基金積立金

予備費

後期高齢者医療広域連合納付金

総務費

予備費

諸支出金

総務費

地域支援事業費

保険給付費

貸付金

基金積立金

介護サービス事業費

公債費

予備費

諸支出金

特別会計合計

総 合 計
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資料別表　第７表

市税収入状況表

（種別割）

合 計

都 市 計 画 税

入 湯 税

計

収　  　入　  　済　  　額
予算現額 調 定 額

現年課税分 滞納繰越分

　　　　　区　分

 税目別

市 民 税

（個人市民税）

（法人市民税）

市 た ば こ 税

軽 自 動 車 税

（国有資産等
　所在市交付金）

（固定資産税）

固 定 資 産 税

（環境性能割）
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(単位：円、％）

不納欠損額
調定額
対　比

収入済額（比率）

予算現
額対比

構成比

収　入　未　済　額

現年課税分 計滞納繰越分
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資料別表　第８表

財務分析表

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

Ａ：地方債の元利償還金

Ｂ：元利償還金に準ずるもの

Ｃ：特定財源

Ｄ：基準財政需要額算入額

Ｅ：標準財政規模

実質公債費比率
（ 単 年 度 ）

（（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ））
×１００

Ｅ－Ｄ

実 質 収 支 比 率
実質収支（普通会計）

×１００
標準財政規模

経 常 収 支 比 率
経常経費充当一般財源額

×１００
経常一般財源収入額

経 常 一 般
財 源 比 率

経常一般財源収入額
×１００

標準財政規模

分 析 項 目 算　　　　　　　　　　式

財 政 力 指 数
単 年 度

基準財政収入額

基準財政需要額
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実質収支額の標準財政規模に対する割合のことで、実質収支額が黒字の場合は正数で、赤字
の場合は負数で表わされる。

地方債の元利償還金等のうち、一般会計等が負担した額の標準財政規模に対する比率で、
18％以上になると地方債の発行に際し許可が必要となり、通常は、３年度の平均値で表わさ
れる。

説 明

財政構造における財政力の強弱を判断するために用いられるもので、この指数が｢１｣に近い
ほど財政力が強いとされ、｢１｣を超えるほど財源に余裕があることを示すものである。

標準的な一般財源収入に対する現実に収入された税、普通交付税及び経常一般財源扱いされ
たその他の収入の比率をみることにより、一般財源の「ゆとり」を計ろうとするもので、
「１００％」を超えるほど経常一般財源にゆとりがあることを示し、歳入構造に弾力性があ
るといえる。

人件費、扶助費、公債費等の義務的性格の経常経費に地方税、普通交付税等の経常一般財源
収入がどの程度充当されているかの割合のことで、財政構造の弾力性を判断するもの。





た つ の 市 健 全 化 判 断 比 率 及 び

資 金 不 足 比 率 審 査 意 見 書
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たつの市長　山　本　　　実　　様　

たつの市監査委員　　菅　本　吉　明　

たつの市監査委員　　木　南　裕　樹　

　　　　

不足比率について審査した結果、次のとおりその意見を提出します。

た 監 第 ６ ４ 号

令和８年８月１９日

令和７年度たつの市健全化判断比率及び資金不足比率審査意見書の提出について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項

及び第２２条第１項の規定により、令和７年度決算に基づく健全化判断比率及び資金

写
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第１　審査の対象　

土地取得造成事業特別会計

揖龍公平委員会事業特別会計

病院事業債管理事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

介護保険事業特別会計

該当なし

水道事業会計

下水道事業会計

国民宿舎事業会計

播磨高原広域事務組合

揖龍保健衛生施設事務組合

にしはりま環境事務組合

西播磨水道企業団

西はりま消防組合

兵庫県市町村職員退職手当組合

兵庫県後期高齢者医療広域連合

※資金不足比率は、各会計ごとに算定される。

第２　審査の期間

令和８年７月８日から令和８年７月３１日までの間

地方独立行政法人たつの市民病院機構

公益財団法人童謡の里龍野文化振興財団
地方公社・第三セクター等

公営企業
に係る
特別会計

法非適用

法
適
用

令和７年度健全化判断比率、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載

した書類

令和７年度たつの市健全化判断比率及び資金不足比率審査意見書

一部事務組合・
広域連合

　一般会計

そ
の
他
の
特
別
会
計

一般会計等以外の
特別会計のうち、
公営企業に係る特
別会計以外の会計

　＜健全化判断比率等の算定対象となる会計等の範囲＞

一
般
会
計
等

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

資
金
不
足
比
率

実
質
赤
字
比
率
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第３　審査の方法

第４　審査の結果

第５　審査の概要

　　　健全化判断比率及び資金不足比率の審査の概要は、下記のとおりである。

１　健全化判断比率及び資金不足比率の状況

※実質赤字額、連結実質赤字額及び資金不足額がない場合は、「－」と記載する。

資
金
不
足
比
率

水 道 事 業 会 計 －

令和７年度の健全化判断比率及び資金不足比率の審査に当たっては、市長から送

付を受けた健全化判断比率、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した

書類が適正に作成されているかを主眼に、関係諸帳簿等との照合並びに関係職員から

審査に付された健全化判断比率、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を

＜参考＞
令和６年度

令和７年度 財政再生基準

説明を聴取し審査した。

早期健全化基準

経営健全化基準

記載した書類は、いずれも適正に作成され、その計数は正確であると認めた。

下 水 道 事 業 会 計 －

国 民 宿 舎 事 業 会 計 －

20.0％

－

－

－

7.3％

－

－

25.0％

20.00％

30.00％

35.0％

－

　将来負担比率について、将来負担額を上回る充当可能財源等がある場合は、「－」と記載する。

健
全
化
判
断
比
率

実 質 赤 字 比 率 －

－

連 結 実 質 赤 字 比 率 －

実 質 公 債 費 比 率 6.5％

将 来 負 担 比 率 350.0％

12.26％

17.26％
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　２　個別意見

　３　むすび

　　　（25.0％）を下回っている。

　　　で 1,164,919千円（2.1％）減少している。

　　　れる。

　　　営を行っていくことを期待するものである。

さらに、将来負担比率については、将来負担額に対して充当可能な財源等の額が

上回っていることから、前年度に引き続き算定されておらず、前年度に比べ、将来

負担額のうち、公営企業債等繰入見込額が 千円（ ％）減少し、全体

今後とも適切な市債の発行と管理により、長期的な財政の健全性の維持・改善に

一方、資金不足比率については、公営企業に係る特別会計のいずれにおいても算

定されていない。

ついては、限られた財源の効率的かつ効果的な活用を図り、持続可能な財政運

しかしながら、今後、人口減少に伴う市税や地方交付税の逓減、高齢化に伴う社

会保障費の増加や公共施設の更新・長寿命化など、様々な課題への対応が見込ま

れていない。

また、実質公債費比率については、前年度数値から改善し早期健全化基準

当年度の決算に係る健全化判断比率のうち、実質赤字比率、連結実質赤字

比率については、実質赤字が生じていないことから、前年度に引き続き算定さ

計画性を持って取り組まれたい。

公営企業に係る特別会計３会計のいずれにおいても、資金不足比率は算定されて

いない。

実質赤字比率について

連結実質赤字比率について

実質公債費比率について

将来負担比率について

資金不足比率について

連結実質収支額は黒字となっており、連結実質赤字比率は算定されない。

実質収支額は黒字となっており、実質赤字比率は算定されない。

前年度に比べ ポイント改善し、 ％となっている。

将来負担額を充当可能財源等が上回ったため、将来負担比率は算定されない。
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